
議案第 14 号  

 

2019 年度さくら市一般会計予算  

 

2019 年度さくら市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算）  

第 1 条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 182 億円と定める。  

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第 1 表  歳

入歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第 2 条  地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 214 条の規定により債

務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第 2 表  債務負

担行為」による。  

（地方債）  

第 3 条  地方自治法第 230 条第 1 項の規定により起こすことができる地

方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第

3 表  地方債」による。  

（一時借入金）  

第 4 条  地方自治法第 235 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入

れの最高額は、 5 億円と定める。  

（歳出予算の流用）  

第 5 条  地方自治法第 220 条第 2 項ただし書きの規定により歳出予算の

各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。  

（ 1）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除

く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用。  

 

平成 31 年 2 月 21 日提出  

 

                さくら市長  뤷  塚  隆  志  
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第 2 表  債 務 負 担 行 為  

                                                      

(単 位 ： 千 円 )  

事   項  期   間  限 度 額  

広 島 平 和 記 念 式 典  

中 学 生 派 遣 事 業  

2 0 1 9 年 度 か ら  

2 0 2 0 年 度 ま で  
1 , 0 8 0  

都 市 計 画 マ ス タ ー プ ラ ン  

見 直 し 業 務 委 託  

2 0 1 9 年 度 か ら  

2 0 2 0 年 度 ま で  
1 , 8 7 0  

ス ク ー ル バ ス 運 行 業 務 委 託  
2 0 1 9 年 度 か ら  

2 0 2 4 年 度 ま で  
1 1 8 , 2 6 0  

ス ク ー ル バ ス 車 両 リ ー ス  
2 0 1 9 年 度 か ら  

2 0 2 9 年 度 ま で  
1 8 5 , 9 7 7  
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第3表　地方債

（単位：千円）

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償還の方法

臨時財政対策債 600,000
普通貸借
又　　は
証券発行

　年利 4.0%以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては当該見直し後
の利率とする。）

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合にはそ
の債権者と協定す
るものによる。た
だし、市財政の都
合により据置期間
及び償還期限を延
長し、短縮し、若
しくは繰上償還、
又は借換えするこ
とができる。

庁舎非常用電源整備事業
費

4,700 同上 同上 同上

児童館整備事業費 19,200 同上 同上 同上

水道事業出資債 52,200 同上 同上 同上

農道整備事業費 8,700 同上 同上 同上

市道整備事業費 205,600 同上 同上 同上

総合公園園路更新事業費 4,500 同上 同上 同上

消防施設整備事業費 72,500 同上 同上 同上

上松山小学校増設事業費 211,300 同上 同上 同上

さくら市ミュージアム空
調設備更新事業費

66,000 同上 同上 同上

総合公園再整備事業費 14,300 同上 同上 同上
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2019年度

さくら市一般会計予算に関する説明書
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( )

( )

( )

( )

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１　特別職

（単位：千円）

区　分

給　与　費

共済費 合　計職員数
報　酬

6,937 45,093

　（人） 年間支給率(月分)

本
年
度

長　等 3 27,180
10,839

給　料
期末手当 その他

の手当
計

3.30

議　員 18 74,100
23,435

137 38,156

203,085

97,535 27,100 124,635
3.30

その他の
1,856 203,085

特 別 職

計 1,877 277,185 27,180 34,274 137

203,085

6,801 44,794

338,776 34,037 372,813

前
年
度

長　等 3 27,180
10,676

3.25

議　員 18 74,100
23,080

137 37,993

207,012

97,180 28,055 125,235
3.25

その他の
1,518 207,012

特 別 職

計 1,539 281,112 27,180 33,756 137

207,012

342,185 34,856 377,041

比

較

長　等 0 0 163

0 355 355

0 163 136 299

0 △ 3,409 △ 819 △ 4,228計 338 △ 3,927 0 518

△ 3,927 △ 3,927
特 別 職

△ 955 △ 600

その他の
338 △ 3,927

議　員 0
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( )

( )

( )

比　較 0 0

（単位：千円）

の 内 訳

単身赴任
手当

管理職特別
勤務手当

前年度 0 0

区　分 地域手当

本年度 0 0

2,265

2,265

0

642

317

325

本年度

前年度

35,109

32,978

1,103,425

2,115,131

13,498

1,770,348

1,756,201

14,147

寒冷地手当

18,000

△ 1,000

119,341

113,317

6,024

0

0

0

児童手当

△ 3,054

666,923

649,722

17,201

職員数

　　（人）

本年度

前年度

3

4

２　一般職

（１）総括

備　考合　計共済費
計職員手当

区　分

358,281

358,9301,106,479

2,128,629
303

307

給　料

職員手当
区　分

△ 917

比　較

（単位：千円）

区　分

本年度 16,099

17,016

18,847

19,538

25,944

25,266

678

前年度

△ 649
△ 1

△ 4

備考　（　　）内は、短時間勤務職員について外書き。

特殊勤務
手当

時間外勤務
手当

宿日直手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当

比　較

比　較 2,131

252,044

248,974

3,070

178,750

171,169

7,581

△ 691

882

882

0

扶養手当 通勤手当 住居手当

17,000
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2,340 　給料表の平均改定率0.2％

　その他の
　増減分

　制度改正に
　伴う増減分

　昇給に伴う
　増加分

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

説　明区　分 備　考
増減額

（千円）

増減事由別内訳

（千円）

給　料 △ 3,054

17,201

11,496
　その他の
　増減分

5,705

職員異動等

　期末手当分　　  514
　勤勉手当分 　 5,191

　給与改定に
　伴う増減分

△ 5,394

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たりの給与

職員異動等

技能労務職

　平均給料月額　（円） 298,800 281,325

職　員
手　当

平成31年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 344,432 302,905

区　分 一般行政職

　平均年齢　　　（歳） 40.7 54.7

　平均給料月額　（円） 295,033 278,454

306,392

　平均年齢　　　（歳） 40.4 54.3

平成30年1月1日現在 　平均給与月額　（円） 341,420

高校卒 148,600 146,000 148,600 146,000

短大卒 158,300 158,300

大学卒 170,100 170,100

備考　短時間勤務職員以外の職員について作成。

　　イ　初任給

（単位：円）

一般行政職 技能労務職
一般行政職 技能労務職

国の制度
区　分
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( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

一般行政職

１級

計

区　分

技能労務職

（％）

職員数 構成比 職員数 構成比

21

0 0.0

7

平成31年1月1日現在

２級

７級

６級

５級

４級

３級

（人）

４級

0 0.0

24 8.2

7.2

級 級
（人） （％）

３級

2.4

0 0.0

293 100.0

0 0.0

77 26.3

10.9

0 0.0

83 28.3

3 100.0

0 0.0

32

0 0.03 100.0

49 16.7

１級

２級

計

5

0.0

1 8.3

0

41.7

0.0

0

12 100.0

0 0.0

1

1 100.0

6 50.0

100.0

平成30年1月1日現在

７級
0 0.0

8 2.8

６級
0 0.0

19 6.6

５級
0 0.0

22 7.6

４級
4 100.0

４級
0 0.0

49 16.9 5 38.5

0.0
２級

0 0.0

28 9.7 2 15.4

３級
0 0.0

３級
0 0.0

79 27.3 6 46.1

備考　（　　）内には、短時間勤務職員について外書き。

　　ウ　級別職員数

計
4 100.0

計
0 0.0

289 100.0 13 100.0

１級
0 0.0

１級
0 0.0

84 29.1 0 0.0

２級
0
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( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

　（級別の標準的な職務内容）

相当の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

技能労務職

部長の職務

上下水道事務所長の職務

議会事務局長の職務

教育次長の職務

特に困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務

室長の職務

主幹の職務

課長補佐の職務 極めて高度の技能又は経験を必要とする技能職員の職務

極めて困難な作業又は経験を必要とする労務職員の職務施設の長の補佐の職務

副主幹の職務

主任保育士の職務

係長の職務
３級

２級

一般行政職

会計管理者の職務

参事の職務

課長の職務

監査委員事務局長の職務

農業委員会事務局長の職務

施設の長の職務

主査の職務

区　分

７級

６級

５級

４級

前年度

国の制度

相当の経験を必要とする技能職員の職務

相当の経験を必要とする労務職員の職務

技能職員の職務

労務職員の職務

　　エ　期末手当・勤勉手当

主事補又は技師補の職務

主事又は技師の職務
１級

主任の職務

支給期別支給率

（月分） （月分）

区　分

本年度
1.175 1.175 2.35

有
2.225 2.225 4.45

4.45

1.075 1.225 2.30
有

2.125 2.275 4.40

備考　（　　）内には再任用職員の標準的な支給率を記載。

備　考６月 １２月
支給率計

（月分）

　職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

1.175 1.175 2.35
有

2.225 2.225
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24.586875

　　オ　定年退職及び応募認定退職にかかる退職手当

国の制度
（支給率等）

区　分

支給率等 応募認定退職特例措置

20年勤続の者

24.586875

47.709

47.709 47.709

　　（月分）

応募認定退職特例措置33.27075

その他の加算措置等
25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

33.27075

47.709

　　（月分） 　　（月分） 　　（月分）

　　カ　特殊勤務手当

区　分 全職種
代表的な職種

一般行政職 技能労務職

給料総額に対する比率（％） 0.0 0.0 0.0

支給対象職員の比率　（％）
16.4 16.4 0.0

（平成31年1月1日現在）

通勤手当

区　分

扶養手当

住居手当

代表的な特殊勤務手当の名称

同　じ

　市税事務従事職員、社会福祉業務従事職員の特殊勤務手当

　　キ　その他の手当

国の制度との異同 差異の内容

同　じ

同　じ
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

16-農業経営基盤強化
資金利子補給

2,265 2018年度 2,253
2019年度
2021年度

12 12

17-農業経営基盤強化
資金利子補給

253 2018年度 241
2019年度
2024年度

12 12

25-災害条例資金利子
補給

105 2018年度 93
2019年度
2020年度

12 6 6

26-防犯灯LED化業務
委託

72,000 2018年度 32,000
2019年度
2023年度

40,000 40,000

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［可燃ごみ・資源物
（氏家地区1）］

116,598 2018年度 93,236 2019年度 23,362 20,557 2,805

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［可燃ごみ・資源物
（氏家地区2）］

127,808 2018年度 102,200 2019年度 25,608 22,534 3,074

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［可燃ごみ・資源物
（喜連川地区）］

173,594 2018年度 138,812 2019年度 34,782 30,607 4,175

26-家庭系一般廃棄物
収集運搬業務委託
［不燃・粗大ごみ
（喜連川地区）］

23,607 2018年度 18,877 2019年度 4,730 4,162 568

26-喜連川小学校ス
クールバス運行業務
委託

195,000 2018年度 156,000 2019年度 39,000 39,000

26-さくら市図書館指
定管理業務委託

450,000 2018年度 360,000 2019年度 90,000 90,000

27-会議録等作成業務
委託

20,000 2018年度 12,000
2019年度
2020年度

8,000 8,000

27-私立保育所等防犯
カメラ設置費補助事
業

1,095 2018年度 810
2019年度
2020年度

285 285

27-氏家中学校給食調
理業務委託

107,000 2018年度 77,500 2019年度 29,500 29,500

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

期　間 金　額 期　間 金　額

特　定　財　源
一　般
財　源

左の財源内訳
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（単位：千円）

国・県 地方債 その他

28-氏家小学校・押上
小学校・上松山小学
校・南小学校給食調
理業務委託

249,000 2018年度 166,000 2019年度 83,000 83,000

28-さくら市営駐車場
指定管理委託

30,000 2018年度 12,000
2019年度
2021年度

18,000 18,000 0

28-さくら市喜連川社
会福祉センター指定
管理業務委託

10,036 2018年度 3,970
2019年度
2021年度

6,066 6,066

28-さくら市生きがい
センター指定管理業
務委託

2,620 2018年度 1,036
2019年度
2021年度

1,584 1,584

28-さくら市氏家福祉
センター指定管理業
務委託

24,510 2018年度 9,785
2019年度
2021年度

14,725 14,725

28-総合交流ターミナ
ル管理業務委託

202,100 2018年度 78,000
2019年度
2021年度

124,100 124,100

28-さくら市温泉浴場
（第1、第2）管理業
務委託

97,100 2018年度 36,000
2019年度
2021年度

61,100 61,100

29-総合健康診査業務
委託

305,000 2018年度 101,000
2019年度
2020年度

204,000 204,000

29-喜連川児童セン
ター指定管理業務委
託

172,205 2018年度 34,000
2019年度
2022年度

138,205 44,087 94,118

30-例規データ作成更
新業務委託

1,728 2019年度 1,728 1,728

30-広島平和記念式典
中学生派遣事業

1,050 2019年度 1,050 1,050

30-南小学童保育セン
ター指定管理業務委
託

62,450
2019年度
2021年度

62,450 34,784 27,666

30-農業振興地域整備
計画策定業務委託

1,642 2019年度 1,642 1,642

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

特 定 財 源
一　般
財　源

-179-



（単位：千円）

国・県 地方債 その他

30-道路管理業務委託
（市道U1-1号外）

27,000 2019年度 27,000 27,000

30-道路管理業務委託
（市道K1001号外）

27,000 2019年度 27,000 27,000

30-氏家児童センター
指定管理業務委託

110,500
2019年度
2021年度

110,500 44,200 66,300

30-上松山児童セン
ター指定管理業務委
託

62,500
2019年度
2020年度

62,500 25,000 37,500

31-広島平和記念式典
中学生派遣事業

1,080
2019年度
2020年度

1,080 1,080

31-都市計画マスター
プラン見直し業務委
託

1,870
2019年度
2020年度

1,870 1,870

31-スクールバス運行
業務委託

118,260
2019年度
2024年度

118,260 118,260

31-スクールバス車両
リース

185,977
2019年度
2029年度

185,977 185,977

事　　　　　項 限 度 額

前年度末まで
の支出見込額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳

期 間 金 額 期 間 金 額

特 定 財 源
一　般
財　源
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（単位：千円）

起債見込額 元金償還見込額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ＋Ｂ－Ｃ）

１　普　通　債 15,316,976 14,882,405 1,259,000 1,712,363 14,429,042

（１）総務 5,908,402 5,852,555 604,700 699,181 5,758,074

（２）民生 583,856 509,998 19,200 74,050 455,148

（３）衛生 304,001 299,881 52,200 21,576 330,505

（４）農林水産 907,880 795,570 8,700 112,516 691,754

（５）商工 0 0 0 0 0

（６）土木 3,396,933 3,295,760 210,100 395,379 3,110,481

（７）消防 694,429 732,857 72,500 79,524 725,833

（８）教育 3,521,475 3,395,784 291,600 330,137 3,357,247

２　災害復旧費 4,915 12,969 0 637 12,332

（１）公共土木施設 1,515 9,569 0 212 9,357

（２）農林水産業施設 3,400 3,400 0 425 2,975

（３）その他公共施設 0 0 0 0 0

合　　　計 15,321,891 14,895,374 1,259,000 1,713,000 14,441,374

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び
当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　分

前々年度末
現在高

前年度末
現在高見込額

当該年度中増減見込額 当該年度末
現在高見込額
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（単位：千円）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 市 税 6,692,626 36.8 6,505,690 34.5 186,936 2.9

2 地 方 譲 与 税 204,000 1.1 200,000 1.1 4,000 2.0

3 利 子 割 交 付 金 8,000 0.0 4,000 0.0 4,000 100.0

4 配 当 割 交 付 金 20,000 0.1 16,000 0.1 4,000 25.0

5 株式等譲渡所得割交付金 15,000 0.1 10,000 0.1 5,000 50.0

6 地方消費税交付金 800,000 4.4 720,000 3.8 80,000 11.1

7 ゴルフ場利用税交付金 85,000 0.5 90,000 0.5 △ 5,000 △ 5.6

8 自動車取得税交付金 34,794 0.2 40,000 0.2 △ 5,206 △ 13.0

9 地 方 特 例 交 付 金 35,000 0.2 30,000 0.2 5,000 16.7

10 地 方 交 付 税 2,793,701 15.4 3,997,091 21.2 △ 1,203,390 △ 30.1

11 交通安全対策特別交付金 5,429 0.0 5,429 0.0 0 0.0

12 分担金及び負担金 238,688 1.3 223,845 1.2 14,843 6.6

13 使用料及び手数料 228,162 1.3 226,921 1.2 1,241 0.5

14 国 庫 支 出 金 2,057,562 11.3 2,105,522 11.2 △ 47,960 △ 2.3

15 県 支 出 金 1,246,574 6.8 1,184,091 6.3 62,483 5.3

16 財 産 収 入 137,644 0.8 165,864 0.9 △ 28,220 △ 17.0

17 寄 附 金 40,005 0.2 20,005 0.1 20,000 100.0

18 繰 入 金 1,135,692 6.2 1,045,098 5.6 90,594 8.7

19 繰 越 金 400,000 2.2 400,000 2.1 0 0.0

20 諸 収 入 763,123 4.2 755,144 4.0 7,979 1.1

21 市 債 1,259,000 6.9 1,085,300 5.7 173,700 16.0

18,200,000 100.0 18,830,000 100.0 △ 630,000 △ 3.3

＊端数処理により、計が合わない場合があります。

2019年度一般会計予算款別一覧表

款

歳 入 合 計

　歳　　入
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（単位：千円）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 議 会 費 179,002 1.0 183,361 1.0 △ 4,359 △ 2.4

2 総 務 費 1,871,376 10.3 1,842,303 9.8 29,073 1.6

3 民 生 費 6,137,311 33.7 5,872,007 31.2 265,304 4.5

4 衛 生 費 1,948,725 10.7 3,047,162 16.2 △ 1,098,437 △ 36.0

5 労 働 費 700 0.0 900 0.0 △ 200 △ 22.2

6 農 林 水 産 業 費 528,366 2.9 656,202 3.5 △ 127,836 △ 19.5

7 商 工 費 982,128 5.4 962,334 5.1 19,794 2.1

8 土 木 費 1,524,245 8.4 1,603,001 8.5 △ 78,756 △ 4.9

9 消 防 費 801,897 4.4 779,544 4.1 22,353 2.9

10 教 育 費 2,372,476 13.0 2,065,668 11.0 306,808 14.9

11 災 害 復 旧 費 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

12 公 債 費 1,830,774 10.1 1,794,518 9.5 36,256 2.0

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

18,200,000 100.0 18,830,000 100.0 △ 630,000 △ 3.3

＊端数処理により、計が合わない場合があります。

款

歳 出 合 計

　歳　　出
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（単位：千円）

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比 増 減 額 増 減 率

Ａ ％ Ｂ ％ （Ａ－Ｂ）Ｃ Ｃ／Ｂ％

1 人 件 費 2,722,626 15.0 2,705,792 14.4 16,834 0.6

2 物 件 費 3,154,833 17.3 3,026,864 16.1 127,969 4.2

3 維 持 補 修 費 229,734 1.3 227,611 1.2 2,123 0.9

4 扶 助 費 3,305,847 18.2 3,285,736 17.5 20,111 0.6

5 補 助 費 等 3,210,914 17.6 4,098,340 21.8 △ 887,426 △ 21.7

6 普 通 建 設 事 業 費 1,096,905 6.0 1,038,846 5.5 58,059 5.6

内 補 助 事 業 160,072 0.9 609,803 3.2 △ 449,731 △ 73.8

訳 単 独 事 業 936,833 5.1 429,043 2.3 507,790 118.4

7 災 害 復 旧 事 業 費 3,000 0.0 3,000 0.0 0 0.0

8 公 債 費 1,830,280 10.1 1,794,522 9.5 35,758 2.0

9 積 立 金 41,383 0.2 37,484 0.2 3,899 10.4

10 投 資 及 び 出 資 金 100,000 0.5 109,001 0.6 △ 9,001 △ 8.3

11 貸 付 金 630,200 3.5 648,400 3.4 △ 18,200 △ 2.8

12 繰 出 金 1,854,278 10.2 1,834,404 9.7 19,874 1.1

13 予 備 費 20,000 0.1 20,000 0.1 0 0.0

18,200,000 100.0 18,830,000 100.0 △ 630,000 △ 3.3

＊端数処理により、計が合わない場合があります。

性 質 別

歳 出 合 計

2019年度一般会計歳出予算性質別総括表
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平
成
3
1
年
度

(
現
年
)

0
0
1

一
般
会
計

平
成
3
1
年
 
1
月
1
7
日
　
2
0
時
1
3
分
　
作
成

頁

科
目
別
節
別
集
計
表

(
単
位
：
千
円
)

(
当
初
予
算
額
)

1
-
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0
2

0
3

0
4

0
5

0
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0
7

0
8
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9
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0
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（歳入） 地方消費税交付金 （社会保障財源化分） 360,000 千円
（歳出） 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 5,264,413 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位 ： 千円）

国県支出金 市債 その他

引上げ分地方
消費税交付金
（社会保障
財源化分）

その他

3 1 1 重度心身障害者医療費扶助事業 53,035 26,711 3,813 22,511
3 1 1 指定難病患者見舞金支給事業 5,300 768 4,532
3 1 1 高額療養費貸付事業 500 500 0
3 1 1 特別障害者手当等支給事業 10,398 7,889 363 2,146
3 1 1 介護給付・訓練等給付事業 696,535 521,155 25,405 149,975
3 1 1 自立支援医療（更生医療）事業 32,973 24,670 1,203 7,100
3 1 1 地域生活支援事業 40,064 16,355 3,434 20,275
3 1 1 補装具費支給事業 4,360 3,270 158 932
3 1 1 軽度・中等度難聴児補聴器等給付金支給事業 90 44 7 39
3 1 1 自立支援医療（育成医療）事業 278 156 18 104
3 1 4 老人保護措置施設入所事業 13,258 2,280 1,590 9,388
3 1 4 在宅寝たきり高齢者等紙おむつ給付事業 9,612 1,392 8,220
3 1 4 高齢者等在宅サービス総合事業 6,113 666 789 4,658
3 2 1 民間保育園事業 698,299 317,954 121,314 37,522 221,509
3 2 1 管外保育園保育事業 91,333 41,961 11,271 5,519 32,582
3 2 1 ファミリーサポートセンター事業 2,469 1,572 130 767
3 2 1 子育て短期支援事業 495 209 41 245
3 2 1 民間育児サービス対策事業 924 461 67 396
3 2 1 特別保育事業 56,982 26,100 4,473 26,409
3 2 1 放課後児童健全育成事業 27,568 17,672 1,433 8,463
3 2 1 児童館管理運営事業 101,431 42,296 8,566 50,569
3 2 1 地域型保育事業 125,133 67,116 8,404 49,613
3 2 2 婦人相談室運営事業 4,496 1,944 370 2,182
3 2 2 児童医療費助成事業 228,608 61,690 24,179 142,739
3 2 2 児童扶養手当支給事業 204,310 68,083 19,733 116,494
3 2 2 妊産婦医療費助成事業 11,028 5,500 801 4,727
3 2 2 ひとり親医療費助成事業 9,063 4,642 640 3,781
3 2 2 母子生活支援事業 5,393 4,044 195 1,154
3 2 2 母子家庭自立支援給付金事業 1,450 1,087 53 310
3 2 2 養育医療費助成事業 1,768 1,107 96 565
3 2 4 遺児対策事業 576 432 21 123
3 2 5 児童手当支給事業 821,630 696,600 18,111 106,919
3 3 2 生活保護者扶助事業 494,707 383,556 16,101 95,050
10 4 1 幼児教育振興事業 5,336 773 4,563
10 4 1 幼稚園就園奨励補助事業 75,437 18,059 8,311 49,067
10 4 1 幼稚園事業 87,797 46,849 5,932 35,016

3,928,749 2,408,975 0 136,240 200,411 1,183,123
3 1 1 後期高齢者医療費 359,212 52,034 307,178
3 1 1 後期高齢者医療特別会計繰出金 94,589 64,423 4,370 25,796
3 1 2 国民健康保険特別会計繰出金 247,755 158,894 12,872 75,989
3 1 5 介護保険特別会計繰出金 487,521 7,884 69,478 410,159

1,189,077 231,201 0 0 138,754 819,122
4 1 1 各種がん検診事業 68,333 9,898 58,435
4 1 1 がん検診推進事業 1,154 159 144 851
4 1 2 結核検診事業 1,081 157 924
4 1 2 健康診査事業 15,502 1,314 8 2,054 12,126
4 1 2 任意予防接種事業 20,524 2,973 17,551
4 1 3 妊産婦健康診査事業 39,993 1,275 5,609 33,109

146,587 2,748 0 8 20,835 122,996
5,264,413 2,642,924 0 136,248 360,000 2,125,241

・事務費、事務職員の人件費（サービス提供に直接従事しない職員分）等には充当しない。

財源内訳
特定財源 一般財源

区
分

款 項 目 事業名 予算額

小　計

社
会
福
祉

社
会
保
険

小　計

消費税率引上げ分の地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障４経費その他社会
保障施策に要する経費

・社会保障施策に要する経費とは制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処す
　るための施策に要する経費であり、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関する経費である。

保
健
衛
生

小　計
合　計

・引き上げ分の地方消費税収は「消費税法第1条第2項に規定する経費（社会保障4経費）その他社会保障施策に要
　する経費」に充てるものである。
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